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税制

■低所得層に最大1,500米ドルの所得税額控除

■●年収40万米ドル未満の国民に増税しない

   (2025年末期限のトランプ減税の部分延長)

●法人税率の引き上げ（21%➡28%）

食品
●価格つり上げの禁止に向けた連邦法の制定

●価格抑制に向け、独占禁止法などの規制適用を強化

住宅

■住宅価格抑制に向け、4年で300万戸の新築供給

■住宅の初回購入者に2.5万米ドルの頭金支援

●投資家による買い占めを抑制

子育て
■出産家庭に誕生後1年間6,000米ドルの税額控除

■最大3,600米ドルの児童税額控除を復活

医療

■処方薬の自己負担を年2,000米ドル以下

　に抑える対象を高齢者から全国民に拡大

■医療費支払いに関する借金帳消し

●薬価引き下げの対象の拡大

共和党
トランプ氏
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民主党
バイデン氏

民主党
ハリス氏大統領候補者

第1回討論会

6月27日

バイデン氏、大統領選挙
からの撤退表明

7月21日

ハリス氏
が支持率
で逆転

11月5日に予定されている米大統領選挙を巡る
情勢は、7月下旬に民主党のバイデン氏が選挙戦
からの撤退を表明して以降、大きく変化しています。

選挙戦をリードしていた共和党のトランプ氏を、民
主党の後継候補となったハリス氏が猛追する展開
となり、8月上旬には、ハリス氏が支持率で逆転し
ました（左下グラフ）。一時は、確トラ（トランプ氏で
ほぼ確定）との言葉も聞かれましたが、足元で、も
しハリ（もしハリス氏が大統領になったら）への関心
が高まっています。

そこで本稿では、ハリス氏が掲げる経済政策の
主な公約と今後の注目点をご紹介します。

中間層への手厚い支援を打ち出したハリス氏

ハリス氏が掲げる経済政策に関する公約をみる
と、家計の負担軽減に向けた税額控除や、住居
費高騰への対処としての新築住宅の供給促進な
ど、物価高に苦しむ中間層を主な対象とする手厚
い支援策が目立ちます。一方で、法人税率の引き
上げや、食品価格のつり上げ禁止に向けた連邦法
の制定、投資家による住宅買い占めの抑制、にみ
られるように、企業や富裕層に対しては負担・規制
を課す内容になっています。

ハリス氏の経済政策に関するこれらの公約は、
現職のバイデン氏の路線をほぼ踏襲する内容であ
り、トランプ氏が主張する関税の一律引き上げと
いった過激な政策とは距離を置くものです。

そのため、ハリス政権樹立の可能性が今後一段
と高まった場合の金融市場の反応を考えると、

政策の不確実性の低さが好感されると思われま
す。一方で、企業業績への影響という点で、法人
税率の引き上げや各種価格の抑制策などは嫌気
されるおそれがあります。

公約実現には議会選挙の結果も大きく影響

このように、金融市場にとって好悪マチマチの側
面があるハリス氏の経済政策に関する公約ですが、
米国では議会が予算面などで強力な権限を有す
ることから、大統領選挙だけでなく、同時に行なわ
れる議会選挙の結果も、各公約の実現可能性に
大きく影響する点に留意が必要です。

例えば、法人税率の引き上げについては、ハリス
氏が大統領選挙で勝利しても、議会がねじれ（大
統領の政党と、上院か下院または両院の多数党
が異なる）となれば、実現困難とみられています。

他方で、ハリス氏が年収40万米ドル未満の国民
に増税しないと表明したことから、2025年に期限を
迎えるトランプ減税は、トリプルブルー（大統領に加
え上下両院を民主党がおさえる）となっても、少な
くとも部分延長になると見込まれます。

議会選挙を巡っては、7月中旬段階で、大統領
選挙以上に共和党が優勢との見方がありましたが、
民主党が大統領候補者をハリス氏に差し替えて
以降、同党が勢いづいているとの指摘もあります。

こうしたことから、今後の政策を展望する上では、
依然として接戦といわれている大統領選挙だけで
なく、議会選挙の動向にも注目する必要がありま
す。

2024年8月29日Vol.2,012

米大統領選挙を巡る足元の動向
～支持率で優勢となる中、民主党のハリス氏が経済政策の公約を発表～

ハリス氏が掲げる経済政策に関する主な公約米大統領選挙を巡る世論調査における支持率の推移
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※■は強い中間層の構築に向けた各種支援、●は企業や富裕層に対する
負担増や規制強化、を念頭に置いたとみられる政策
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